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研究成果の概要（和文）：本研究は以下の(1)～(3)の研究領域から構成される。(1)サステナビリティ報告領域（同領
域に関する動向調査、ガイドライン設定機関のネットワーク分析による組織構造部分析、統合報告の調査研究と実証研
究、(2)サイステナビリティ管理会計（サステナビリティ戦略と同管理会計に関するも動向調査、バリューチェーンを
対象とするカーボンマトリクス会計の開発、メゾサステナビリティ会計としてのバイオマス環境会計とサステナビリテ
ィBSCの開発、（3）連関型サステナビリティ会計（サステナビリティ報告とサステナビリティ管理をリンクさせた連環
型サステナビリティ会計の開発）。

研究成果の概要（英文）：This study consists of the following three dimensions. (1)Sustainability 
reporting accounting ( examinations of the current models of sustainability reporting accounting , social 
network analyses of the organizations which issue sustainability guidelines, empirical researches on the 
basis of integrated reporting data and financial performance data.) (2)Sustainability management 
accounting ( examinations of the current models of sustainability strategy and sustainability management 
accounting, development of the carbon accounting matrix for the value chain management, development of 
the biomass environmental accounting and the sustainability BSC as a mezzo accounting.) (3)Linked 
sustainability accounting　(development of the linked sustainability accounting which links 
sustainability reporting accounting and sustainability management accounting.)

研究分野： 環境会計

キーワード： サステナビリティ会計　サステナビリティ戦略　環境会計　統合報告　バリューチェーン
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
サステナビリティ社会の構築は日本の最も

重要な社会的課題の一つとなっており、企業

がこうした社会で成長していくためには、企

業活動の経済面・環境面・社会面を統合した

サステナビリティ戦略が不可欠である。同戦

略では対象範囲の拡大と対象問題の多様化が

急速に進んでおり、特にバリューチェーンを

取り込む戦略とサステナビリティの多様な側

面を統合する経営戦略の構築が重要となって

いる。バリューチェーンについては、WBCSD

からGreenhouse Gas（スコープ３）の発生を

測定するガイドラインや生物多様性への影響

を測定するガイドライン、ISOからSR（Social 

Responsibility）に関する国際規格ISO26000

などが発行され、企業活動のサステナビリテ

ィ側面の把握が始まっているが、バリューチ

ェーン上の環境ストックや社会ストックへの

影響を組み込んだ会計モデルの開発はほとん

ど行われていない。多様な側面の統合につい

ては、A4S（Accounting for Sustainability）、

IIRC（International Integrated Reporting 

Council）、CDSB（Climate Disclosure 

Standards Board）などから財務報告とサステ

ナビリティ報告を統合もしくはリンクさせた

開示フレームワークが提示されている。ただ

し、これらを対象とした研究は緒に就いたば

かりであり、サステナビリティ戦略に基づい

て、情報開示と管理会計をリンクさせた体系

的なサステナビリティ会計の研究はほとんど

行われていない。 

 
２．研究の目的 
本研究は、以下の(1)～(3)の研究プロセス

の実施を目的とする。 

 

(1)サステナビリティ報告会計とサステナビ

リティ管理会計および関連領域（サステナビ

リティ・環境管理会計、サステナビリティ・

環境報告、財務報告、環境報告会計、森林会

計、水資源会計など）に関する理論研究、ガ

イドライン、報告制度、企業実践などの国内

外の最新動向を文献研究、ヒヤリング調査な

どによって明らかにする。中国の環境会計研

究の拠点校である中南大学（湖南省・長沙）

と共同で、中国企業の調査を行う。 

 

(2)ネットワーク分析によって、ＩＩＲＣ、

GRI（Global Reporting Initiative）などが

提唱するそれぞれの報告フレームワークの

構築プロセスと形成要素を明らかにすると

同時に、実証研究によって、これらのフレー

ムワークに従って開示されたサステナビリ

ティ情報と財務パフォーマンスとの関係を

分析し、サステナビリティ情報や同ガイドラ

インの有効性を明らかにする。 

 

(3)以上の調査結果や分析結果をベースに、

サステナビリティ情報およびサステナビリ

ティ会計情報を体系的に開示するためのサ

ステナビリティ報告会計モデル、バリューチ

ェーン上の環境ストックなどへの影響も対

象とするサステナビリティ管理会計モデル

を構築し、ステイクホルダー・エンゲージメ

ントを通した戦略目標の設定によって2つの

モデルを連環させる連環型サステナビリテ

ィ会計モデルを提唱する。 

 

３．研究の方法 
本研究は、研究目的に従って以下の(1)～

(3)の研究方法で研究を進めた。 

 

(1)サステナビリティ会計・戦略に関連する

国内外の研究、企業実践、ガイドラインの動

向を文献調査、ヒヤリング調査、現地調査な

どによって明らかにする。 

 

(2)(1)で調査したサステナビリティ会計・戦

略の形成プロセスおよび効果・影響を、ガイ

ドライン策定組織に関するネットワーク分

析、サステナビリティ情報と財務パフォーマ



ンス情報に関する実証研究によって明らか

にする。 

 

(3)以上の実態分析に基づいて、サステナビ

リティ報告会計モデルとサステナビリティ

管理会計モデルおよび両者をリンクさせた

連環型サステナビリティ会計モデルを構築

し、その有効性をケーススタディ、中南大学

との共同研究などによって検証し、精緻化す

る。 

 

４．研究成果 
 サステナビリティ報告会計、サステナビリ
ティ管理会計、連関型サステナビリティ会計
の 3つの領域から構成される。 
 
(1)サステナビリティ報告会計 

①企業のサステナビリティ情報の開示内容

は、国内外の開示ガイドラインの影響を受け

ている。本研究では、まず、ガイドライン設

定機関およびガイドラインに影響を及ぼし

ている機関について調査を行い、組織および

活動の特徴を体系的に明らかにした。具体的

には、A4S、CDP (Carbon Disclosure Project)、

CDSB 、GRI、IIRC、UN（United Nations）WICI

（ The World Intellectual Capital 

Initiative）、環境省・環境報告ガイドライ

ン等会計に関する検討委員会、サステナビリ

ティ日本フォーラム、日本公認会計士協会な

どを調査対象とし、関連するガイドラインの

特徴、成立の経緯、組織構成などを詳らかに

した。 

 

②①の分析を踏まえて、現在の日本企業のサ

ステナビリティ報告において準拠率が高い

ガイドラインを設定している GRI と、サステ

ナビリティ情報と財務報告の統合および関

連性に大きな影響を及ぼしている統合報告

フレームワークを設定している IIRC につい

て、各々の組織構造をネットワーク分析によ

って明らかにした。GRI のガイドラインはマ

ルチステークホルダーを対象にしているが、

そのガイドライン策定組織は多様なステー

クホルダーから構成されるオープン型の組

織となっていることを示した。一方、IIRC の

統合報告フレームワークの策定組織は、資本

に関連するステークホルダーから構成され

るクローズ型の組織となっていることを明

らかにした。GRI と IIRC は環境・社会などの

サステナビリティ領域について、GRI のガイ

ドラインを共有することで合意しているが、

その意図は策定組織のネットワーク構造か

らも確認することができた。これらの分析に

基づき、企業が統合報告を行う際には、GRI

のガイドラインをベースに多様なサステナ

ビリティ情報を把握して開示すると同時に、

統合思考によって経営戦略とサステナビリ

ティ戦略の関係性を明らかにする必要性が

あることを指摘した。 

 

③②のネットワーク分析の結果を踏まえて、

2014 年度における日本企業（日経 225）の統

合報告の実態調査研究と統合報告情報と財

務情報との関連性に関する実証研究を行っ

た。前者では、統合報告の内容を財務情報と

非財務情報の関係性（非統合、形式的統合、

実質的統合など）に基づいて、実質的統合の

レベル評価（ニーズ分析、価値創造プロセス、

事業活動計画・経営戦略、指標化、事業別分

析）を行った。後者では、統合報告情報と企

業の特徴を示す代表的な変数（株式時価総額

の自然対数、時価簿価比率、レバレッジ、年

次株式リターン、売上高成長率、ROA など）

との関係性および利益の価値関連性との関

係性を実証研究によって分析した。なお、実

態調査研究とこれに基づく実証研究につい

ては、開示実態が日々進化していることから、

科研年度終了後も継続的に精緻化を図って

いる。 

 

(2)サステナビリティ管理会計 

①サステナビリティ管理会計が発展してき



た背景には、企業のサステナビリティ経営の

深化が挙げられる。まず、本研究では、CSR

論の登場からその CSR 概念の変遷、CSR のパ

フォーマンス評価、CSR 戦略、サステナビリ

ティ戦略、CSV（Creating Shared Values）

戦略などのサステナビリティ経営を支える

概念もしくはモデルについて考察を行った。

また、これらを実現するためのサステナビリ

ティ管理会計について検討を行ったが、特に、

環境予算マトリクス、MFCA（Material Flow 

Cost Accounting）、BSC（Balanced Score 

Cards）、バイオマス環境会計、バリューチ

ェーン環境会計などのサステナビリティ戦

略、CSV 戦略への適応可能性について考察し

た。 

 

②サステナビリティ管理会計の多様な対象

領域の中から、世界的にその削減が重要な社

会課題となっている GHG（Greenhouse Gas）

に焦点を当てた管理会計モデルの構築を試

みた。企業の地球温暖化戦略は、省エネ・省

資源や GHG 排出量削減を行うだけでなく、企

業評価を高め、商品の売り上げを伸ばし、経

営効率を高めたりするいわゆる環境 CSV 戦

略としての要素も重要になっている。本研究

では、MFCA で用いられるコスト概念を、環境

保全コスト、環境評価コスト、内部負担環境

ロス、外部負担環境ロスから構成される環境

予算マトリクスのフレームワークに組み込

んでバリューチェーン（スコープ３）への展

開を図ったカーボン会計マトリクスモデル

を提唱した。同モデルについては、協力企業

のデータを参考に、いくつかのシナリオにつ

いてシミュレーションを行い、それぞれのバ

リューチェーンで発生する製品（良品）コス

ト、ロスコスト、CO₂の算出とその発生要因

などの分析を行った。 

 

③サステナビリティ管理会計を地域に展開

するメゾ会計モデルとして、バイオマス環境

会計とサステナビリティBSCの開発と適用を

試みた。前者では、バイオマスストックであ

る森林から伐出された主材、間伐材、林地残

材などのバイオマスフローが木材製品、エネ

ルギー原料などの形で利用されるバリュー

チェーンプロセスを経済面・環境面・社会面

から把握する環境会計モデルを提示し、岩手

県紫波町のバイオマス事業に適用してその

評価を行った。後者では、BSC に環境戦略、

社会戦略などを組み込み込んだ管理会計モ

デルを開発し、同モデルに基づいて青森県弘

前市のリンゴクラスターなどの分析を行っ

た。 

カーボン会計マトリクスとバイオマス環境

会計については、中国湖南省長沙地区スマー

トシティ計画の評価研究を行っている中南大

学（中国湖南省）肖教授の研究グループと意

見交換を行い、ブラッシュアップを図った。 

 

(3)連環型サステナビリティ会計 

サステナビリティ情報は、バリューチェー

ンの広域化、ステークホルダーの多元化など

によって多様化してきている。これに対応し

た情報開示を行うために、GRIガイドラインと

IIRCフレームワークのネットワーク分析の結

果に基づいて、個別ステークホルダーに向け

た情報開示と統合思考に基づいた投資家向け

の統合情報を開示目的に応じて開示するサス

テナビリティ報告モデルを提唱した。 

サステナビリティ管理会計として提示した

バイオマス環境会計、サステナビリティBSC

では、情報開示とステークホルダーからのフ

ィードバック情報を組み込んだ連環型のサス

テナビリティ会計モデルを展開した。また、

サステナビリティ戦略を構築するにあたって

は、当該企業もしくは当該地域のサステナビ

リティに関連する課題を社会的価値と経済的

価値によって評価するマテリアリティ分析、

これに対応した報告ツールと管理会計ツール

の検討、ステイクホルダー・エンゲージメン



トの実施などが必要となる。 

サステナビリティ会計の領域では、統合報

告が普及する一方で、コーポレートガバナン

ス・コードやスチュワードシップ・コードが

制定されたことで、企業実践が大きく進展す

ることが予想される。今後も、連関型サステ

ナビリティ会計のさらなる研究が求められる。 
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